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障害者相談支援事業等に係る委託事業の消費税の取扱いについて 

 

委託により実施している障害者相談支援事業等の消費税の取扱いについて、国

の通知を踏まえ、以下のとおり対応することとしたので報告する。 

 

１ 概要 

令和５年１０月４日付け事務連絡で、こども家庭庁及び厚生労働省から「障害

者相談支援事業等に係る社会福祉法上の取扱い等について」が発出され、障害者

相談支援事業等については社会福祉事業には該当せず、消費税の課税対象である

こと、また、自治体が当該事業を民間事業者に委託する場合の委託料については、

委託料に消費税相当額を加えた金額を支払う必要があることが示された。 

 このことを受け、実施事業を精査したところ、次の３事業が該当することが判

明した。 

 

２ 該当する委託事業 

  ・中野区すこやか障害者相談支援事業運営委託（平成３０年度） 

   ※平成３１年度以降は課税事業として処理済 

  ・中野区精神障害回復者社会生活適応訓練事業「デイケア」事業委託（平成

３０年度～令和５年度） 

  ・中野区精神障害回復者社会生活適応訓練事業「デイケア」における新型コ

ロナウイルス感染症対策業務委託（令和２年度～令和５年度） 

 

３ 今後の対応 

  令和５年度分については、契約を変更して、消費税相当額を追加で支払う。 

過年度分については、受託法人が修正申告等を行い、納税する予定である。

その消費税及び延滞税等相当額については区が受託法人に支払う。 


